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財務諸表に対する注記 

 

１．継続事業の前提に関する注記 

継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はない。 

 

２．重要な会計方針 

（１）会計基準について  

「公益法人会計基準」（平成 20 年 4 月 11 日制定 平成 21 年 10 月 16 日改正 内閣府公益認定等委員

会）を採用している。 

（２）貯蔵品の評価基準及び評価方法 

   原価基準による最終仕入原価法によっている。 

（３）固定資産の減価償却法 

什器備品の減価償却は定率法によっている。(今期 保有する什器備品はない) 

（４）引当金の計上基準 

① 賞与引当金 

    来期の賞与支給額のうち、当期の支払対象期間に対する支給額を計上している。  

② 退職給付引当金 

    職員の退職給付に備えるため、退職金の規程に基づき期末退職給与の自己都合支給額を計上してい

る。 

  ③ 貸倒引当金の計上基準について 

    計上してない。 

（５）リース取引の処理方法 

   ファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

（６）消費税等の会計処理は、税込み方式によっている。 

 

３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残額 

  基本財産は保有していない。 

  特定資産の増減額及びその残額は、次のとおりである。                     

（単位：円） 

科 目 前期末残額 当期増加額 当期減少額 当期末残額 

特定資産     

土地 21,629,000 0 0 21,629,000 

出資金 ㈱ぎふ建築住宅ｾﾝﾀｰ 3,600,000 0 0 3,600,000 

職員退職金積立資産 3,071,086 300,000 0 3,371,086 

地域貢献活動助成積立金 4,411,803 0 583,589 3,828,214 

地域貢献基金預金 3,000,000 0 0 3,000,000 

財政調整資金積立資産 17,465,960 0 800,000 16,665,960 

継続能力開発積立資産 10,000,000 0 0 10,000,000 

専攻建築士制度積立資産 10,000,000 0 0 10,000,000 

会員活性化資金 20,000,000 0 0 20,000,000 

担い手育成事業積立金 5,000,000 0 1,000,000 4,000,000 

     合 計 98,177,849 300,000 2,383,589 96,094,260 
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４．特定資産の財源等の内訳 

  特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。                 （単位：円） 

科 目 当期末残額 （うち指定正味財

産からの充当額） 

（うち一般正味財

産からの充当額） 

（うち負債に対

応する額） 

土地 21,629,000 （0） （21,629,000） （0） 

出資金 ㈱ぎふ建築住宅ｾﾝﾀｰ 3,600,000 （0） （3,600,000） （0） 

職員退職金積立資産 3,371,086 （0） （0） (3,371,086） 

地域貢献活動助成積立金 3,828,214 (0)  （3,828,214） (0)  

地域貢献基金預金 3,000,000 （3,000,000） (0)  (0)  

財政調整資金積立資産 16,665,960 （0） （16,665,960） (0)  

継続能力開発積立資産 10,000,000 （0） （10,000,000） (0)  

専攻建築士制度積立資産 10,000,000 （0） （10,000,000） (0)  

会員活性化資金 20,000,000 （0） （20,000,000） (0)  

担い手育成事業積立金 4,000,000 （0） （4,000,000） (0)   

合 計 96,094,260 （3,000,000） （89,723,174） （3,371,086） 

 

５．固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残額 

  固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残額は、次のとおりである。 

科  目 取得価格 減価償却累計額 当期末残額 

什器備品 なし  0 

合  計 なし  0 

                                                                                          

６．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高 

債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科  目 債権金額 貸倒引当金の当期末残高 債権の当期末残高 

未収入金 754,017 0 0 

合  計 754,017 0 0 

 

７．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

 

補助金等の 

名称 
交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

貸借対照表上の

記載区分 

建築士の日 

助成金 

日本建築士

会連合会 
0 100,000 100,000 0 － 

既存住宅状況

調査技術者 

講習会助成金 

日本建築士

会連合会 
0 100,000 100,000 0 － 

福祉活動 

助成金 
コープぎふ 0 100,000 100,000 0 － 

合  計  0 300,000 300,000 0  
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８．退職給付関係 

 （1）採用している退職金制度の概要  

確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。 

 （2）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

   退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度に基づく期末要支給額を基礎として計算している。 

 

９．賃貸等不動産の状況に関する事項 

岐阜市において、収益事業に使用するため賃貸用の土地を有している。 

 

１０．賃貸等不動産の時価に関する事項 

           （単位：円） 

   

 

  

  （注１）貸借対照表計上額は、取得原価である。 

  （注２）当期末の時価は、土地については主として固定資産税評価額に基づいて当法人で算定した金額で

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貸借対照表計上額 当期末の時価 

21,629,000 10,956,000 
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収支計算書に対する注記 

 

１．収支計算書は「公益法人会計における内部管理事項について」（平成 17 年 3 月 23 日公益法人等の指導監

督等に関する関係省庁連絡会議幹事会申合せ）に示された 3 区分の様式により作成している。 

 （1）資金の範囲 

    現金、預金、未収入金、立替金、預り金、未払金、賞与引当金を含めている。 

    

２．次期繰越収支差額に含まれる資産及び負債の内訳 

                           （単位：円） 

科  目 前期末残額 当期末残額 

現 金 

預 金 

未収入金 

立替金 

302,572 155,012 

5,576,252 4,521,798 

1,431,848 754,017 

83,464 36,440 

 計 7,394,136 5,467,267 

預り金 

未払金 

賞与引当金 

449,601 424,872 

572,569 74,774 

503,417 503,417 

合 計 1,525,587 1,003,063 

次期繰越収支差額 5,868,549 4,464,204 

 


